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Ⅰ エネルギー供給の現状と課題

1．固定価格による買い取りで拡大

ドイツで再生可能エネルギーが本格的に拡大

したのは 2000 年 4 月に再生可能エネルギー法

（EEG）が発効してからである。

この法律は 1997 年の京都議定書で温暖化ガ

スの排出量を 21％と大幅に削減することを約

束したことに伴って制定された。同じ 2000 年

にはシュレーダー政権と電力業界の間で原子力

発電を段階的に停止する「原子力合意」も結ば

れている。その後に誕生したメルケル政権は

2010 年 10 月，原子力発電の稼働期間を延長す

ることを決定し，それを橋渡しとして再生可能

エネルギーへの転換を進める「エネルギー大

綱」を策定した。翌年 3月に福島原発事故を契

機に脱原発を改めて決定したが，以降はエネル

ギー大綱をベースに再生可能エネルギー法を柱

とするエネルギー転換を推進している。

再生可能エネルギー法で定められた基本的仕

組みは，①風力，太陽光，バイオマスなどによ
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【ドイツの電力事業】

ドイツの電力市場は1998年に自由化され，電力大手4社は発電部門と送電部門に分離された。送電部門はさらに別会社化され，

2010年からは1社を除き資本面でも電力大手から分離された。これら広域送電会社はドイツの4つの地域をそれぞれカバーし，

必要に応じて協力しあいながら電力の安定供給を確保する役割を担う。地域ごとに独占体制にあるため，連邦ネット庁による料金の

認可や利用者の自由で公平なアクセスにかかわる監視を受ける。広域送電会社と各家庭など最終需要家を結ぶのは約860社ある地

域送電会社で，主に市町村が運営している。自由化に伴って電力は基本的に電力取引所で取引されている。消費者はこれらの仕組み

により電力会社を自由に選択することができる。





る電力に対して政府が最低買い取り価格を定

め，送電会社に対してこれを優先的に買い取る

義務を課す，②送電会社は買い取った電力を電

力取引所で売却し，買い取り価格との差額を再

生可能エネルギー付加金として電力料金に上乗

せすることによって回収するというものであ

る。

買い取り価格は太陽光，風力などエネルギー

源や設備能力によって相違し，設備コストが低

下するに伴って段階的に引き下げられてきた。

しかし，稼働開始の時点で適用された価格が

20 年間保証されることから，企業や団体，個

人による設備の新増設が続いた。この結果，再

生可能エネルギーによる電力は原子力発電の減

少を十分に補う以上に拡大し，2016 年には電

力総消費量の 31.7％（発電量に対しては 29％）

と最大の割合を占めている。電力消費が 2020

年までにエネルギー大綱の目標どおり 10％減

少すれば，目標の 35％がほぼ達成できるほど

の水準である。

2．電力料金の上昇を招いた付加金

しかし，高価で買い取られる再生可能エネル

ギー電力の割合が高まるに伴って消費者や一般

企業に転嫁される付加金が増加をたどり，買い

取り制度導入当初の 1 kWh（キロワットア

ワー）あたり 0.19 セントから 2017 年には

6.88 セントまで上昇している。これには電力

集約型産業が国際競争力維持の観点から付加金

の負担を大幅に軽減されており，その分が業務

用や家庭用電力に回されるという事情もある。

ドイツでは電力に対して再生可能エネルギー

付加金のほかに，電力税，付加価値税などさま

ざまな税や付加金が課されており，標準世帯で

みると電気料金のうち半分以上が付加金など公

租公課である。2000 年以降 2015 年までに国民

全体で負担したエネルギー転換のコストは累計

で 1,500億ユーロ（約 19.5兆円）に及んでい

る1)。

これに対して，電力そのものの価格すなわち

電力市場における取引価格は需給動向を反映し

て低下を続けてきた。企業や一般家庭などが負

担する電力料金が 2013 年以降 kWh あたり 29

セント前後で安定的に推移しているのはそのた

めである。しかし，2019 年以降は付加金がさ

らに上昇し，送電網の拡充コストなども加わっ

て，電力料金が上昇していくことが予想されて

いる。

3．不足する高圧送電網

風力発電は条件の良い北部および東部に集中

しており，今後は北海やバルト海における洋上

発電の拡大に期待がかかる。これに伴って，北

部から中部，南部の大消費地へむけて大量の電

力を輸送しなければならない。逆に，南部に多

い太陽光による電力を北部へ送ることも必要に

なる。

そのためには十分な送電能力が必要である

が，送電線の拡充が遅れており，電力供給の安

定を維持するために送電会社が対応に追われる

事態が増えている。また，電力需要が低下する

週末に晴天で風が強いといった条件が重なる

と，太陽光と風力だけで全国の電力需要をすべ

て賄うほどの発電能力がある。一方で，大型の

原子力発電や褐炭発電は価格競争力が強い上

に，出力は容易に制御できない。そうした状況

に国内送電網の不足が重なって，処理しきれな

くなった電力は引取料を払って周辺国に引き

取ってもらわざるを得ないような事態も生じる

ようになっている。電力取引所における価格が
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低下をたどっているのはこのような事情にもよ

る。

供給力があり，相対的に安いドイツの電力を

利用する国もあり，ドイツから周辺国へ向けて

流れる電力は増加を続けている。2016 年は周

辺国への流出から受け入を差し引いた実質で

537億MWh の流出となり，発電量の 8％に達

した。

4．入札制で計画的拡充と価格抑制へ

固定価格による買い取り方式に代わる入札制

は 2014 年に一部で導入され，2017 年からは本

格的に実施されている。入札では太陽光，陸

上・洋上風力およびバイオマスの別に年間の設

備能力増加枠を設定し，発電プロジェクトを募

集する。これに対して，応札者は取引所価格と

補助額を加えた価格を提示し，その額が低いも

のから順に，予定された電力量に達するまで落

札していく。ただし，750 kW までの小規模設

備は入札の対象外であり，市民団体などが応札

するプロジェクには優遇措置がある。

この方式による洋上発電初の入札は 2017 年

4 月，北海の 4区域，合計 1,610MWについて

実施された。その結果は入札を実施した連邦

ネット庁も予期しなかったもので，1区画 110

MWについては最低価格 60ユーロ/MWhで落

札したが，残り 3区画合計 1,380MW（大型の

原子力発電 1基分に相当）に対しては補助金ゼ

ロのオファーが落札したのである。

落札した設備が実際に稼働するのは 2025 年

の予定で，その時点で電力価格がどのような水

準にあるかにもよるが，入札当時の電力取引所

の価格はピーク時のスポットで 1MWhあたり

40ユーロ（1 kWh あたり 4セント）程度であ

り，落札者の EnBW社（バーデンビュルテン

ベルク州）とドング社（デンマーク）はこの水

準で風力発電を提供できることを示したともい

える。入札ではその後も陸上風力や太陽光発電

で市民団体などによる kWh あたり 3 セント

台，4セント台の応札・落札が続いている。

このことは再生可能エネルギーによる電力の

拡大を送電網の拡充に合わせて計画的にコント

ロールし，競争によって補助額を抑制し，過保

護に育てられてきた再生可能エネルギーを競争

にさらし，一般電力市場へ組み込んでいくとい

う点でドイツのエネルギー転換にとって画期的

なことであった。同時に，低価格による活発な

応札が続いていることは電力料金の将来的低下

につながるものとして歓迎されている。

5．地下を走る電力アウトバーン

広域送電会社 4社は脱原発に伴う再生可能エ

ネルギーの拡大に備えて 2012 年 5 月，総延長

7,000 kmに及ぶ送電網の新設・増強計画を発

表した。しかし，巨大な鉄塔が支える高圧送電

線の架設には環境や景観の観点から周辺住民や

自治体が強い抵抗感を示した。

このため，建設計画は大幅に遅れたが，よう

やく 2015 年秋，強く反対していたバイエルン

州と連邦政府が合意に達し，新設される高圧電

線は原則として地下に敷設することが決定し，

大きな突破口が開かれた。

2015 年 12 月に発効した 2015 年連邦需要計

画法では，新規に必要な広域高圧線として総延

長約 2,550 km，増強が必要な既存送電線とし

て約 3,100 kmが定められている。

新設される地下高圧送電線は 4路線あり，ド

イツの北部と中部，南部を結び，双方向の電力

輸送を担う「電力アウトバーン」となる。空中

架線の数倍とみられる膨大なコストが見込まれ
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る巨大インフラ事業であり，詳細なルートの決

定には区間ごとに周辺住民の同意を得ていく必

要がある。そのため，すでに一部に遅れも出て

いるが，2025 年の開通が見込まれている。

6．ノルウェーの水力にも期待

大容量の蓄電技術が存在しない現状では，再

生可能エネルギーの変動を補ない，安定した供

給を確保するためには，臨機応変の運転が可能

で効率の高い新鋭のガス発電を確保することも

必要である。しかし，電力価格が低く，補助的

な役割のみでは採算が合わないことから，新設

投資が進んでいない。このため，政府は 2016

年 11 月，容量リザーブ令を制定し，当面 2

MW相当の従来型発電設備を入札で確保し，

緊急時のために待機させる方法を計画してい

る。

変動を補うという点ではノルウェーとの間で

進行している海底ケーブル敷設プロジェクトへ

の期待も高い。ドイツで電力の余剰が生じた際

はノルウェーに送り，有利な地形を利用した揚

水発電に利用し，必要に応じて発電した電力を

ドイツへ送る。大規模な電力貯蔵システムとい

うことができ，総延長 623 kmに及ぶ高圧直流

ケーブルの容量は 1,400MW で，大型原発一

基分の電力を送ることができる。完成は 2020

年の予定だ。

7．電力市場2.0

入札制度の効果と高圧送電線の建設に目途が

ついたことで，ドイツのエネルギー転換は市場

メカニズムを基本とする新たな段階に入ったと

いえる。取引所価格は電力の需給状況を反映し

て変動し，価格が高ければ供給が増え，価格が

低ければ消費が増えるという形で常にバランス

が保たれていくのがこれからの電力市場だ。

こうしたメカニズムがうまく機能するために

は迅速で確実な情報が不可欠であり，政府は

2016 年夏，「電力市場の新展開に関する法律」

を定め，それに基づいて，新たな仕組みが生ま

れている。

たとえば，2017 年 7 月の「市場基本データ

登録令」では新設および既存の従来型および再

生可能エネルギー発電およびガス製造のための

すべての設備（150万）および特定の消費設備

に関するオープンなオンライン・データベース

が整備され，電力の効率的利用に役立てられ

る。

また，連邦ネット庁が運営する情報サイト

“SMARD.de”ではエネルギー源別の発電量，

消費量，価格，輸出入などの動きがリアルタイ

ムで詳しく把握でき，予測データも提供されて

いる。市場メカニズムが効果的に働くための条

件ともいえる。
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Ⅱ 電力転換からエネルギー転換へ

1．温暖化ガス削減の現況

ドイツは温暖化ガスを 1990 年比で 2020 年ま

でに 40％，2050 年までに 80〜95％削減する目

標を設定している。2011 年まではエネルギー

消費の削減や再生可能エネルギーによる電力の

拡大によって排出量がこの目標に沿って着実に

減少してきた。しかし，それ以降は一進一退の

状態で，2015 年時点の削減率 27.4％にとどま

り，2020 年の目標達成が危ぶまれる状況にあ

る。

背景には，CO2 排出権価格が低迷している

ことのほか，好調な経済情勢と人口増加（2011

年から 2015 年までで約 2.3％，185万人増）に

より，エネルギー消費の削減が進まないなどの

要因もある。

こうした中で，2016 年 11 月，パリ気候条約

の発効を受けて「気候保護計画 2050」が策定

され，2030 年を目標年としてはじめて分野別

に具体的な削減目標が設定され，それぞれの分

野で政府機関や研究機関，経済団体などによっ

て具体策や実行可能性が活発に議論されてい

る。

2．当面の課題は石炭発電の削減

61〜62％の高い削減率が見込まれている電力

部門では石炭発電の扱いが当面の焦点である。

とくに，世界最大の産出量を誇る褐炭による発

電は価格競争力が強く，輸入の石炭と合わせる

と発電の 40％を占める。また，電力部門の温

暖化ガス排出量では 80％を占めており，気候

目標を達成していくためには脱石炭発電が不可

避である。

政府は 2015 年 10 月，当面の措置として褐炭

産業との間で 2019 年までに発電能力の 12％近

い 2.7 GW を順次待機電力化することで合意

し，年間 1,100 万〜1,250 万トンの CO2 削減

を見込んでいる。

石炭発電については 2020 年までに古い石炭

発電 20カ所程度を閉鎖しても発電の 8％を占

める輸出が減少すれば国内の供給に支障は生じ

ないとの見方もある。しかし，全体で約 2万人

を雇用する褐炭産業は東部ドイツなど経済構造

の弱い地域にあり，早急な閉鎖は社会問題を伴

うことが避けられず，政治的にも大きな課題と

なっている。

3．脱炭素社会への道

エネルギー消費に占める再生可能エネルギー

の割合は 2016 年時点で 12.6％であった。目標

どおり 2050 年までにエネルギー消費を半減さ

せ，CO2 の排出量実質的にゼロにするために

は単純計算でも再生可能エネルギーを現在の 4

倍に引き上げなければならない。その際のバッ

クアップとして炭酸ガスと水素による合成燃料

を使用する案もあるが，その製造のためにはさ

らに多くの再生可能エネルギーが必要になる。

ドイツの国土や自然条件を考えると極めて大き

な課題といえるが，脱炭素社会に向けた各方面

の取り組みは積極的である。

たとえば，ドイツ･エネルギー･エージェン

シー（dena）は国内 50 の主要研究機関や企業

と共同で進めている調査・分析の中間結論で，

「気候保護技術が一貫して市場経済的競争を通

じて実証されていくよう環境条件を整えれば，

現在知られている技術を最大限に活用すること

によって，2050 年までに CO2 の排出量を 90％

削減することが可能だ」との判断を示してい
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る2)。企業経営の面からも，確信をもって投資

決定を行っていくためには気候保護についても

明確な目標が定められていることが不可欠とす

る企業は多い。

エネルギー転換に対しては国民の強い支持も

ある。2017 年の場合，標準世帯が負担する付

加金は 1 か月あたり約 20ユーロである。これ

によって，国民はこれまでのエネルギー転換の

コスト 1,500億ユーロのほとんどすべてを負担

してきた。

しかし，再生可能エネルギー・エージェン

シーが 2017 年 8月に発表した調査3)では，現

在の付加金の額が「適切」との回答が 48％を

占め，「さらに多く負担する用意がある」との

回答も 8％あった。これに対して，「高すぎる」

は 37％にとどまった。また，再生可能エネル

ギーを拡充していくことについては「極めて重

要」とする回答が 65％，「重要」とする回答が

30％，両者を合わせると 95％に達しているの

も注目される。

さらに，エネルギー転換の意義に関する設問

（重複回答）では，再生可能エネルギーは「子

供や孫の安全な未来に貢献する」との回答が

75％，「気候を保護する」との回答が 72％と高

率であった。「エネルギー転換は国民が電力供

給に参加する機会を提供する」との回答も

59％が挙げた。こうした点からも，エネルギー

転換に対する支持率が極めて高いのは，持続可

能な発展や気候保護の意識が国民の間に深く浸

透しているためであることがわかる。

強い国民の支持のもとで，5 年後には原発を

すべて停止し，「安全，確実，リーズナブルな

エネルギー供給」を柱に温暖化ガスの削減と持

続可能な発展をめざすドイツがどのように課題

を乗り越えて目標を達成していくか，これから

も注目したい。
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